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今日の内容

農業経営の法人化の判断

○手続き面

○税金面（国税・地方税）

集落営農の法人化≪消費税を中心に≫



農業経営の法人化の判断
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195万円以下

195万円超330万円以下

330万円超695万円以下

695万円超900万円以下

個人課税の税率

所得税 県民税 市町村民税



農業経営の法人化の判断
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法人課税の税率

法人税 地方法人税 事業税 地方法人特別税 県民税 市町村民税



今日のまとめ

その事業でいくら儲かっているかによって、個人事業のままでよ
いか法人にした方がよいか違ってくる。

代表者の給料について、個人事業のままであると必要経費になら
ないが、法人にすると必要経費になる。(役員については、計上
の仕方によって必要経費にならない時もある。)

消費税の申告の仕方によっては、税金の還付を受けることが出来
る。但し、届出書の提出期限に注意！！


